
 

 

平成 16 年 3月期  個別中間財務諸表の概要      平成 15 年 11 月 21 日 
 
上 場 会 社 名        日本ケミファ株式会社 上場取引所 東 
コ ー ド 番 号        ４５３９ 本社所在都道府県 東京都 
(URL http://www.chemiphar.co.jp) 
代 表 者 役職名  取締役社長 氏名 山 口  一 城 
問合せ先責任者 役職名 専務取締役  氏名 髙 橋  貞 雄   TEL（03）3863-1211 
中間決算取締役会開催日 平成 15 年 11 月 21 日 中間配当制度の有無 有 
中間配当支払開始日 平成 －年 －月 －日 単元株制度採用の有無 有（1 単元 1,000 株） 
 
１．15 年 9 月中間期の業績(平成 15年 4月 1日～平成 15 年 9 月 30 日) 
(1) 経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

 百万円 ％ 
 7,347 ( △ 9.3 ) 
 8,098 (  0.1 ) 

 百万円 ％ 
 △ 112 (  ― ) 
 637 ( 62.0 ) 

 百万円 ％ 
 △ 184 (  ― ) 
 489 ( 90.7 ) 

15 年 3 月期  15,663  1,014  714 

 
 

中間(当期)純利益 １株当たり中間 
(当期)純利益 

 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

 百万円 ％ 
 △ 1,524 (  ― ) 
  49 (△  75.5 ) 

 円 銭 
 △ 41 73 
  1 34 

15 年 3 月期  △ 1,574  △ 43 06 
 (注)①期中平均株式数 15 年 9 月中間期 36,521,445 株 14 年 9 月中間期 36,572,820 株 15 年 3 月期 36,554,667 株 

②会計処理の方法の変更   無 
③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金  

 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

 円 銭 
 0 0 
 0 0 

 円 銭 
――――― 
――――― 

 

15 年 3 月期 ―――――  0 0  

 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

百万円 
 18,240 
 20,580 

百万円 
 3,016 
 5,855 

％ 
 16.5 
 28.5 

 円 銭 
 82 60 
 160 16 

15 年 3 月期  19,959  4,471  22.4  122 43 
 (注)①期末発行済株式数 15 年 9 月中間期 36,519,491 株 14 年 9 月中間期 36,561,061 株 15 年 3 月期 36,523,182 株 

②期末自己株式数 15 年 9 月中間期     76,810 株 14 年 9 月中間期 35,240 株 15 年 3 月期     73,119 株 
   
２．16 年 3 月期の業績予想(平成 15年 4月 1日～平成 16 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 
通 期 

百万円 
 15,840 

百万円 
 360 

百万円 
 △ 1,715 

 円 銭 
 0 0 

 円 銭 
 0 0 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) △46 円 96 銭 
 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な
要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料 6ページをご参照ください。 
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９．中間財務諸表等 
(1)中間貸借対照表 

(単位：百万円) 

前中間会計期間末 
(平成14年9月30日現在) 

当中間会計期間末 
(平成15年9月30日現在) 増 減 

前事業年度末 
(平成15年3月31日現在) 

期 別 
 

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 金 額 構成比 

（ 資 産 の 部 ）  ％ ％ ％ 

流 動 資流 動 資流 動 資流 動 資 産産産産 6,9506,9506,9506,950      33.8 5,6415,6415,6415,641      30.9 △ 1,309 7,6807,6807,6807,680      38.5 

現 金 及 び 預 金    598  920    322 1,724  

受 取 手 形 172  169  △ 3 240  

売 掛 金 3,413  3,161  △ 252 3,292  

た な 卸 資 産 713  911    198 723  

前 渡 金 9  9    ― 9  

前 払 費 用 164  147  △ 17 131  

未 収 入 金 190  21  △ 168 18  

繰 延 税 金 資 産 1,695  297  △ 1,398 1,546  

そ の 他 3  3  △ 0 3  

貸 倒 引 当 金  △ 10   △ 0    10  △ 10  

固 定 資固 定 資固 定 資固 定 資 産産産産    13,49513,49513,49513,495      65.5 12,58212,58212,58212,582      69.0 △ 912 12,27912,27912,27912,279      61.5 

有 形 固 定 資有 形 固 定 資有 形 固 定 資有 形 固 定 資 産産産産    8,6518,6518,6518,651      42.0 8,5608,5608,5608,560      47.0 △ 90 8,5928,5928,5928,592      43.1 

建 物 1,786  1,723  △ 63 1,743  

構 築 物 64  60  △ 3 62  

機 械 装 置 258  252  △ 6 254  

車 両 運 搬 具 0  1    0 0  

工 具 器 具 備 品 148  134  △ 14 141  

土 地 6,391  6,389  △ 2 6,389  

無 形 固 定 資無 形 固 定 資無 形 固 定 資無 形 固 定 資 産産産産    124124124124      0.6 94949494      0.5 △ 30 105105105105      0.5 

専 用 実 施 権 103  73  △ 30 84  

そ の 他 21  21    ― 21  

投 資 その他の資投資その他の資投資その他の資投資その他の資 産産産産    4,7194,7194,7194,719      22.9 3,9273,9273,9273,927      21.5 △ 792 3,5803,5803,5803,580      17.9 

投 資 有 価 証 券 654  360  △ 294 503  

関 係 会 社 株 式 986  986    ― 986  

長 期 貸 付 金 2,476  2,028  △ 448 1,555  

敷金及び差入保証金 169  173    3 167  

繰 延 税 金 資 産 773  ―  △ 773 ―  

そ の 他 554  549  △ 4 554  

貸 倒 引 当 金  △ 895   △ 170    725  △ 186  

繰 延 資繰 延 資繰 延 資繰 延 資 産産産産    134134134134      0.7 17171717      0.1 △ 117 ――――      ― 

社 債 発 行 費 ―  17    17 ―  

試 験 研 究 費 134  ―  △ 134 ―  

資 産 合資 産 合資 産 合資 産 合 計計計計    20,58020,58020,58020,580      100.0 18,24018,24018,24018,240      100.0 △ 2,339 19,95919,95919,95919,959      100.0 
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(単位：百万円) 

前中間会計期間末 
(平成14年9月30日現在) 

当中間会計期間末 
(平成15年9月30日現在) 増 減 

前事業年度末 
(平成15年3月31日現在) 

期 別 
 

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 金 額 構成比 

（ 負 債 の 部 ）  ％ ％ ％ 

流 動 負流 動 負流 動 負流 動 負 債債債債 12,38312,38312,38312,383      60.2 11,72011,72011,72011,720      64.3 △ 663 12,97712,97712,97712,977      65.0 

支 払 手 形    2,177  2,280    103 2,013  

買 掛 金 662  370  △ 291 477  

短 期 借 入 金 8,147  7,540  △ 606 9,129  

一年内償還予定の社債 ―  200    200 ―  

未 払 金 120  121    0 131  

未 払 法 人 税 等 14  14  △ 0 28  

未 払 消 費 税 等 204  27  △ 176 116  

未 払 費 用 487  600    112 539  

預 り 金 516  500  △ 16 506  

返 品 調 整 引 当 金 2  8    5 3  

設 備 関係支払手形 49  50    0 29  

そ の 他 1  6    5 0  

固 定 負固 定 負固 定 負固 定 負 債債債債    2,3402,3402,3402,340      11.3 3,5033,5033,5033,503      19.2   1,162 2,5102,5102,5102,510      12.6 

社 債 ―  800    800 ―  

長 期 借 入 金 46  309    263 230  

退 職 給 付 引 当 金 49  150    100 80  

退 職 慰 労 引 当 金 431  439    7 441  

繰 延 税 金 負 債 ―  49    49 3  

再評価に係る繰延税金負債 1,813  1,754  △ 59 1,754  

負 債 合負 債 合負 債 合負 債 合 計計計計    14,72414,72414,72414,724      71.5 15,22415,22415,22415,224      83.5   499 15,48715,48715,48715,487      77.6 

（ 資 本 の 部 ）        

資 本資 本資 本資 本 金金金金    3,9843,9843,9843,984    1  19.4 3,9843,9843,9843,984      21.9   ― 3,9843,9843,9843,984      20.0 

資 本 剰 余資 本 剰 余資 本 剰 余資 本 剰 余 金金金金    205205205205      1.0 205205205205      1.1   0 205205205205      1.0 

資 本 準 備 金 205  205    ― 205  

そ の 他資本剰余金 ――――     0    0 ―  

自己株式処分差益 ――――     0    0 ―  

利 益 剰 余利 益 剰 余利 益 剰 余利 益 剰 余 金金金金        △△△△    451451451451     △ 2.2     △△△△    3,6193,6193,6193,619     △ 19.8 △ 3,167     △△△△    2,0952,0952,0952,095     △ 10.5 

中間(当期)未処理損失 451  3,619    3,167 2,095  

土 地 再 評 価 差 額土 地 再 評 価 差 額土 地 再 評 価 差 額土 地 再 評 価 差 額 金金金金    2,3252,3252,3252,325      11.3 2,4042,4042,4042,404      13.1   79 2,4042,4042,4042,404      12.1 

その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金        △△△△    191191191191     △ 0.9 76767676      0.4   268 5555      0.0 

自 己 株自 己 株自 己 株自 己 株 式式式式        △△△△    17171717     △ 0.1     △△△△    35353535     △ 0.2 △ 18     △△△△    33333333     △ 0.2 

資 本 合資 本 合資 本 合資 本 合 計計計計    5,8555,8555,8555,855      28.5 3,0163,0163,0163,016      16.5 △ 2,839 4,4714,4714,4714,471      22.4 

負 債 、 資 本 合負 債 、 資 本 合負 債 、 資 本 合負 債 、 資 本 合 計計計計    20,58020,58020,58020,580      100.0 18,24018,24018,24018,240      100.0 △ 2,339 19,95919,95919,95919,959      100.0 
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(2)中間損益計算書 
(単位：百万円) 

前中間会計期間 
自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

増 減 
前事業年度 

自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

期 別 
 

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 金 額 百分比 

営 業 収 益  ％ ％ ％ 
売 上 高 8,098   100.0 7,347   100.0 △ 750 15,663   100.0 
営 業 費 用           
売 上 原 価 2,928   36.1 2,888   39.3 △ 40 5,751   36.7 
返品調整引当金繰入額 0  4    3 2  
販売費及び一般管理費 3,725   46.0 3,589   48.8 △ 135 7,195   45.9 
研 究 開 発 費 806   10.0 977   13.3   170 1,699 1  10.9 
営 業 費 用  計 7,461   92.1 7,460   101.5 △ 0 14,649   93.5 

営 業 利 益 又営 業 利 益 又営 業 利 益 又営 業 利 益 又 はははは    
営 業 損 失営 業 損 失営 業 損 失営 業 損 失 (((( △△△△ ))))    637637637637      7.9     △△△△    112112112112     △ 1.5 △ 749 1,0141,0141,0141,014      6.5 

営 業 外 収 益        
受 取 利 息 1  1  △ 0 3  
受 取 配 当 金 5  4  △ 1 7  
不 動 産 等 賃 貸 料 31 1  27  △ 3 62  
投資有価証券売却益 ―  102    102 ―  
そ の 他 8  18    10 53  
営業外収益  計 46   0.5 154   2.1   108 126   0.8 

営 業 外 費 用        
支 払 利 息 121  164    42 272  
手 形 売 却 損 44  39  △ 5 91  
そ の 他 27  22  △ 5 63  
営業外費用  計 194   2.4 226   3.1   32 426   2.7 

経 常 利 益 又経 常 利 益 又経 常 利 益 又経 常 利 益 又 はははは    
経 常 損 失経 常 損 失経 常 損 失経 常 損 失 (((( △△△△ ))))    489489489489      6.0     △△△△    184184184184     △ 2.5 △ 673 714714714714      4.6 

特 別 利 益        
子 会 社株式売却益 39   ―  △ 39 39  
特 別 利 益  計 39   0.5 ―   ― △ 39 39   0.2 

特 別 損 失        
投資有価証券等評価損 7  ―  △ 7 361  
子会社株式売却損等 219  ―  △ 219 219  
子 会 社 支 援 損 ―  ―    ― 295  
退 職 給 付 費 用 25  25    ― 51  
そ の 他 ―  51    51 237  
特 別 損 失  計 252   3.1 76   1.1 △ 175 1,164   7.4 

税引前中間純利益又は税引前中間純利益又は税引前中間純利益又は税引前中間純利益又は    
税引前中間税引前中間税引前中間税引前中間((((当期当期当期当期))))純損失純損失純損失純損失((((△△△△)))) 276276276276      3.4     △△△△    260260260260     △ 3.6 △ 537     △△△△    410410410410     △ 2.6 

法人税、住民税及び事業税 14   0.2 14   0.1 △ 0 28   0.2 
法 人 税 等 調 整 額 213   2.6 1,249   17.0   1,036 1,135   7.2 
中 間 純 利 益 又中 間 純 利 益 又中 間 純 利 益 又中 間 純 利 益 又 はははは    
中間中間中間中間((((当期当期当期当期))))純損失純損失純損失純損失((((△△△△))))    49494949      0.6     △△△△    1,5241,5241,5241,524     △ 20.7 △ 1,573     △△△△    1,5741,5741,5741,574     △ 10.0 

前 期 繰 越 損 失 500   2,095    1,594 500  
土地再評価差額金取崩額 ―  ―    ― 20  
中間(当期)未処理損失 451  3,619    3,167 2,095  
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中間財務諸表作成の基本となる事項 

１．資産の評価基準及び評価方法 
(1)たな卸資産 

先入先出法による原価法 
(2)有価証券 
①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 
②その他有価証券 
時価のあるもの ･･････ 中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資

本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 
時価のないもの ･･････ 移動平均法による原価法 

(3)デリバティブ 
時価法 

 
２．固定資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産 

定率法を採用しております。 
ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を採
用しております。 

(2)無形固定資産 
定額法を採用しております。 

 
３．繰延資産の処理方法 

社債発行費 
商法の規定に基づき 3年間で均等償却を行っております。 

 
４．引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 

中間会計期間末の債権に対する貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
会計基準変更時差異（255 百万円）については、5年による按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（12 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理して
おります。 

(3)退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支払に充てるため、内規による中間期末要支給額を計上しております。 

(4)返品調整引当金 
返品による損失に備えるため、法人税法に定める限度相当額を計上しております。 

 
５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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６．ヘッジ会計の方法 
(1)ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、
特例処理によっております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 ･･････ 金利スワップ 
ヘッジ対象 ･･････ 借入金の利息 

(3)ヘッジ方針 
金利の変動によるリスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っておりますが、投機的な取引
は行っておりません。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 
金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略してい
ます。 

 
７．消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。 



29 

注 記 事 項 
[中間貸借対照表関係] 

 前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度 
１．有形固定資産の減価償却累計額 10,287 百万円 10,444 百万円 10,372 百万円 
 
２．担保に供している資産    

有 形 固 定 資 産 7,505 百万円 7,394 百万円 7,470 百万円 
投 資 有 価 証 券 544 百万円 290 百万円 467 百万円 

担保付債務・短期借入金 6,206 百万円 4,734 百万円 5,728 百万円 
 
３．偶 発 債 務 1,475 百万円 558 百万円 1,166 百万円 
 
４．受取手形割引高 3,973 百万円 4,126 百万円 3,910 百万円 
  
 
[中間損益計算書関係] 
 前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度 
１．減価償却実施額    

有 形 固 定 資 産 94 百万円 86 百万円 191 百万円 
無 形 固 定 資 産 7 百万円 11 百万円 26 百万円 

 
 
[リース取引関係] 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

（単位：百万円） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

 取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

工具器具備品 715 341 373 779 359 420 736 316 419 

そ の 他 57 37 19 53 39 13 59 39 19 

合 計 772 379 393 832 398 434 795 356 439 

 
 前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度 
２．未経過リース料中間期末(期末)残高
相当額       

 1 年 内   141 百万円  153 百万円  156 百万円 
 1 年 超   251 百万円  280 百万円  283 百万円 
 合 計   393 百万円  434 百万円  439 百万円 

(注)未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、有形固定資産の当中間期末(期末)残高等に占
めるその割合が低いため、支払利子込み法により算出しております。 

 
３．支払リース料及び減価償却費相当額    

支 払 リ ー ス 料 78 百万円 87 百万円 162 百万円 
減価償却費相当額 78 百万円 87 百万円 162 百万円 

 
４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 
 
[有価証券関係] 
（前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度） 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 


